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１．はじめに 　

中期財政見通しとは
　　市税や交付税、使用料などの歳入試算や、総合計画に基

づき今後展開する施策などを盛り込んだ歳出試算を作成し、
中期的な財政収支の見通しを明らかにするものです。

中期財政見通し見直しの理由
　　平成２９年３月に平成２９年度から令和６年度を期間とする

見通しを作成しましたが、平成２９年１０月に公表した「公共
施設等の整備に向けた優先順位」において予定する大型
事業は、今後の財政運営に与える影響が大きいことから、そ
れら事業に関し財政的検討を加えるため、令和元年度から
令和６年度の期間において、中期財政見通しの見直しを行
うこととしました。
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１．はじめに 　　

作成の目的
●総合計画に位置付けた施策・事業などの財源的裏付けを

明らかにするとともに、それら事業の実施検討を行うための
指針とする。

●計画的かつ安定的な財政運営を行うための指針とするとと
もに、財政健全化に向けた取組策を検討するための材料と
する。

●市民の皆様に行財政運営への理解を深めていただく一助と
する。

２

見直しにあたっては、総合計画に位置付けた事業や、現時点で必要性が高いと
判断される事業を試算値に反映したほか、並行して見直しを行った大型事業推
進プランと連動し、「公共施設等の整備に向けた優先順位」対象事業について、
試算値への反映を検討しました。



２．当市財政の現状①

過去３年間の当市財政  ―歳入／一般財源の推移―

H28 H29 H30

市税 51.88 51.80 51.40 

譲与税・交付金 10.71 11.51 11.54

地方交付税 55.68 56.79 57.21
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（単位：億円）

市税はほぼ横ばい、譲与税・交付金は地方消費税交付金の増などにより増加傾
向で推移、地方交付税は子ども子育て支援新制度に関連する給付費の増加に
伴う基準財政需要額の増などにより増加傾向で推移
　　　　　　　　平成３０年度一般財源１２０.１５億円（平成２８年度比１.８８億円増）
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２．当市財政の現状②

４

過去３年間の当市財政 ―歳出／人件費の推移― 
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参考）退職手当を除く人件費の推移

退職手当を除く人件費は横ばいで推移も退職手当の増減により人件費全体では
年度間で増減　　　　　　平成３０年度３５.０８億円（平成２８年度比０.５７億円増）

3 0 . 4 9 3 1 . 0 5 3 1 . 1 6

2 0

2 5

3 0

3 5

4 0

H 2 8 H 2 9 H 3 0

（単位：億円）



２．当市財政の現状③

過去３年間の当市財政  ―歳出／扶助費の推移―
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（単位：億円）

市内幼稚園の認定こども園移行による伴い平成２９年度にかけて大きく増加
　　　　　　　　　　平成３０年度５１.４４億円（平成２８年度比３.００億円増）
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２．当市財政の現状④

過去３年間の当市財政  ―歳出／普通建設事業費の推移―
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（単位：億円）

　鷲別小学校や鷲別児童館の建替工事の完了などにより減少傾向で推移
　　　　　　　　　　平成３０年度２０.６９億円（平成２８年度比６.６９億円減）
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２．当市財政の現状⑤

過去３年間の当市財政  ―歳出／繰出金の推移―
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19.88 20.76 21.01

（単位：億円）

国民健康保険特別会計への繰出金の増などにより増加傾向で推移
　　　　　　　　　　平成３０年度２１.０１億円（平成２８年度比１.１３億円増）
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２．当市財政の現状⑥

過去３年間の当市財政  ―公債費の推移―

H28 H29 H30

公債費　通常分 23.66 23.50 24.10 

公債費　三セク債分 2.56 2.55 2.54
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（単位：億円）

公債費は平成１９年度の３５．９３億円をピークに減少傾向にあったが、平成３０
年度は、緊急防災減災事業債に係る元利償還金が増加した影響により増。登
別市土地開発公社の解散時に借り入れた第三セクター等改革推進債は平成３
５年度の償還完了まで横ばいで推移

　　　　　　　　　　　平成３０年度２６.６４億円（平成２８年度比０.４２億円増）
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２．当市財政の現状⑦

過去３年間の当市財政  ―各種収支の推移―

（単位：億円）

歳入歳出差引額から翌年度への繰越財源を除いた実質収支は３か年とも黒字
しかし、単年度収支、実質単年度収支は、ともに平成２８年度から３年連続で赤字

９実質収支　　　　　：歳入歳出差引額から翌年度への繰越事業の財源を差し引いた額
単年度収支　　　 ：実質収支から前年度の実質収支の額を差し引いた額
実質単年度収支 ：単年度収支に財政調整基金への積立額と地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金取崩額を差し引いた額
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単年度収支　       △1.62
実質単年度収支　△2.62

実質収支　　　　　    4.33
単年度収支　       △0.04
実質単年度収支　△1.44

実質収支　              3.65
単年度収支　       △0.68
実質単年度収支　△2.61



２．当市財政の現状⑧

過去３年間の当市財政  ―経常収支比率の推移―
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　・平成２９年度は実質的な地方交付税が増加したことなどにより改善
　・平成３０年度は人件費などの義務的経費の増加により悪化

10【経常収支比率】

　毎年度収入される性質の一般財源（市税、譲与税・交付金、地方交付税など）が、固定的な経費（人件
費、扶助費、公債費など）にどの程度用いられているかを示す財政指標



２．当市財政の現状⑨

過去３年間の当市財政  ―実質公債費比率（単年度）の推移―
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　・平成２９年度は公債費の減少、標準財政規模の増加などにより改善
　・平成３０年度は公債費の増加などにより悪化

【実質公債費比率】

　実質的な公債費の額（市債の元利償還金や公営企業の元利償還金に対する繰出金など）が、標準財
政規模（毎年度経常的に収入される一般財源の規模）に占める割合を示す指標
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２．当市財政の現状⑩

過去３年間の当市財政  ―将来負担比率の推移―
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　・平成２９年度、平成３０年度ともに、地方債残高や、下水道事業債残高に対
　する繰出見込額の減少などにより改善

【将来負担比率】

　普通会計の市債残高や公営企業債残高に対する今後の繰出見込額、退職手当引当金など将来的に
負担しなければならない額が、標準財政規模（毎年度経常的に収入される一般財源の規模）に占める割
合を示す指標
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２．当市財政の現状⑪

過去３年間の当市財政  ―財源調整用基金等残高の推移―

H28 H29 H30

財政調整基金 5.86 4.46 2.54 

減債基金（ルール外分） 0.59 0.59 0.59

備荒資金組合超過納付金 5.56 5.58 5.58
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（単位：億円）

財源調整用基金等の残高は、平成２８年度から平成３０年度にかけて８.７０億円
まで減少　　　　　　　　　平成３０年度８.７０億円（平成２７年度比４.２８億円減）
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２．当市財政の現状⑫

1４

過去３年間の当市財政

　　　　  ・３年連続の赤字で財源調整用基金等の残高減少（△4.28億円）　

　　　

　 　　　 ・地方債残高等の減少により将来負担比率は改善

　　      ・経常収支比率、実質公債費比率は増減するも横ばいで推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　・人口減少による市税収入の減少

　　　　  ・老朽化が進む公共施設やインフラの整備

　　　　　・今後控えている大型事業による大きな財政負担

実質単年度収支は

各財政指標は

　『これからの財政見通しに基づき、
　　　　より一層の計画的かつ慎重な財政運営が求められる』

将来の財政状況は



（１）見直しの範囲

　　（対象会計）普通会計（一般会計及び学校給食事業特別会計）

　  （期　　　間）令和元年度～令和６年度

（２）試算の前提

　　（制　　　度）

　　　歳入歳出ともに現行制度が継続することを前提に試算

　　　※消費税率の改定は予定通り令和元年１０月に実施されるものとして試算

　　（人口動態）

　　　登別市まち・ひと・しごと創生総合戦略における人口将来展望

    を基礎として試算

　　（一般財源等）

　　　市税、譲与税・交付金、地方交付税については、人口推計や
過年度実績、国が示した地方財政に関する考え方などにより試算

３．中期財政見通しの基本的考え方①
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（２）試算の前提（つづき）

　  （投資的経費）

　　　併行して見直しを行った「大型事業推進プラン」に登載した全
事業費を計上したほか、プラン対象外事業についても、実施計画
ローリングや過年度の事業実績などを踏まえ計上

　※大型事業推進プランについては、平成２９年１０月に公表した「公共施設等の

整備に向けた優先順位」を踏まえ見直し

（３）試算の方法
　　　歳入歳出ともにこれまでの決算や予算などを基礎にできる限り

個別に分析し、決算ベースとして試算

（４）収支の表示方法と財源不足の補てん

　　 前年度繰越金を除く歳入歳出差引額（単年度収支）を表示し、

単年度の財源不足額を財源調整用基金等からの繰入金で補て
んする方法により試算

３．中期財政見通しの基本的考え方②
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４．中期財政見通し （１）試算結果

　  
（単位：億円）
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R 1 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6

歳 入 歳 出

単年度収支△5.34

単年度収支は３年度で黒字、３年度で赤字
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６年間の累積で３．６８億円の赤字

1７

単年度収支△0.18 単年度収支0.95 単年度収支0.09

単年度収支△2.07

単年度収支2.86

R1 R2 R3 R4 R5 R6

121.47 122.47 121.81 120.83 120.41 119.54

66.48 49.11 51.11 50.78 48.80 48.10

24.67 15.74 19.39 16.40 28.65 12.87

20.68 18.25 17.67 17.59 17.50 17.54

233.29 205.58 209.99 205.59 215.36 198.06

R1 R2 R3 R4 R5 R6

112.75 114.73 114.96 115.18 114.93 112.75

50.43 19.51 23.56 19.84 32.19 12.36

75.44 71.51 70.52 70.48 70.31 70.08

238.63 205.76 209.04 205.50 217.44 195.19

△ 5.34 △ 0.18 0.95 0.09 △ 2.07 2.86

(単位：億円）

区　　分

一 般 財 源

国 ・ 道 支 出 金

市 債

そ の 他 の 歳 入

合 計

区　　分

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合 計

歳入歳出差引（単年度収支）
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４．中期財政見通し （２）歳入

1８

①一般財源　- 市税 -　  

30

40

50

市民税（個人） 19.20 18.96 18.78 18.61 18.45 18.17 

市民税（法人） 3.01 2.77 2.48 2.48 2.48 2.47 

固定資産税 19.05 20.00 19.41 19.45 19.50 18.92 

軽自動車税 1.01 1.12 1.14 1.17 1.19 1.22 

市たばこ税 3.82 3.75 3.80 3.74 3.56 3.39 

入湯税 1.97 1.99 2.01 2.03 2.05 2.08 

都市計画税 3.57 3.57 3.45 3.46 3.48 3.36 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

令和２年度までは増加傾向も、その後は人口減少などにより減少傾向で推移　　
　　　　　　　　　　　　令和６年度市税４９.６１億円（令和元年度比２．０２億円減）

51.63 52.16 51.08 50.94 50.70 49.61

（単位：億円）



４．中期財政見通し （２）歳入

1９

①一般財源　 - 譲与税・交付金 - 　  

8
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14

16

地方譲与税 1.46 1.46 1.46 1.47 1.47 1.47 

交付金 10.81 11.92 11.89 11.89 11.89 11.89 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

令和２年度に、令和元年度の消費税率改定の影響により増加する見込み　　
　　　　　　　令和６年度譲与税・交付金１３.３６億円（令和元年度比１.０９億円増）

13.38 13.35 13.36 13.36 13.36

12.27

（単位：億円）



４．中期財政見通し （２）歳入

２０

①一般財源　 - 地方交付税- 　  

40
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55
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65

普通交付税 52.26 51.91 52.22 51.78 51.79 52.00 

特別交付税 5.32 5.02 5.16 4.74 4.56 4.56 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

基準財政収入額、需要額のいずれも減少傾向であることから、普通交付税は５２
億円前後で推移し、特別交付税は令和４年度以降減少となる見込み　　
　　　　　　　　　令和６年度地方交付税５６．５６億円（令和元年度比１.０２億円減）

56.93 57.38 56.52 56.35 56.5657.58

（単位：億円）



４．中期財政見通し （２）歳入

２１

②国・道支出金 　  

30

35

40
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65

70

国庫支出金 36.85 35.14 36.35 36.68 35.51 34.91 

道支出金 29.62 13.97 14.76 14.10 13.29 13.19 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

令和元年度は、家畜飼育管理施設整備事業補助金や北海道からの受託事業実
施による道支出金の増により一時的に増となるが、その後は減少傾向で推移　　
　　　　　　　令和６年度国・道支出金４８．１０億円（令和元年度比１８．３８億円減）

49.11 51.11 50.78 48.80 48.10

66.48

（単位：億円）



４．中期財政見通し （２）歳入

２２

③市債 　  

10

15

20

25

30

建設事業債 19.33 10.31 13.93 10.99 23.01 7.20 

臨時財政対策債 5.34 5.43 5.46 5.42 5.64 5.67 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

令和元年度は、千代の台団地建替事業などにより２４．６７億円まで増加し、その
後令和５年度に消防本署庁舎建替事業により２８．６５億円まで増加　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　令和６年度市債１２.８７億円（令和元年度比１１.８億円減）

15.74

19.39

16.40

28.65

12.87

24.67

（単位：億円）



４．中期財政見通し （２）歳入

２３

④その他の歳入 　  
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20

25

分担金・負担金 0.49 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 

使用料・手数料 6.06 5.84 5.81 5.77 5.75 5.72 

財産収入 0.48 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35 

寄付金 3.02 3.02 3.02 3.02 3.02 3.02 

繰入金 4.54 2.38 1.97 1.92 1.81 1.84 

諸収入 6.08 6.17 6.02 6.02 6.07 6.11 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

使用料・手数料は、令和元年１０月から予定される幼児教育無償化の影響により、
令和２年度に減少し、繰入金は、各年度の退職手当支給見込みなどにより増減
するほか、その他の歳入は横ばいで推移する見込み

（単位：億円）



職 員数 の見 通し

R1 R2 R3 R4 R5 R6

384 380 376 368 368 368

436 432 428 420 420 420

(単位：人）

区　　分

普 通 会 計

( 参 考 ) 全 会 計

４．中期財政見通し （３）歳出

２４

①義務的経費　 - 人件費 - 　 　  

3 0

3 5

4 0

R 1 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6

一定の職員数を確保するものとし、職員給等は、期間を通じてほぼ横ばいで推移
するも、会計年度任用職員制度導入の影響により、令和２年度に増加する見込み

　　　　　　　　　　　令和６年度人件費３５.８８億円（令和元年度比１.３４億円増）

35.73 35.73 35.50 35.38 35.88
34.54

（単位：億円）



４．中期財政見通し （３）歳出

２５

①義務的経費　 - 扶助費 - 　 　  

40

45

50

55

60

R1 R2 R3 R4 R5 R6

幼児教育無償化により令和元年度に大きく増加し、期間を通じ増加傾向で推移
　　　　　　　　　　　　　令和６年度扶助費５６.７５億円（令和元年度比２.５３億円増）

54.63 55.10 55.61
56.15 56.75

54.22

（単位：億円）



４．中期財政見通し （３）歳出

２６

①義務的経費　 - 公債費 - 　 　  

15

20

25

30

R1 R2 R3 R4 R5 R6

概ね減少傾向で推移し、登別市土地開発公社解散に伴う市債償還が令和５年
度に終了となることから、令和６年度に大幅に減少
　　　　　　　　　　　　令和６年度公債費２０.１３億円（令和元年度比３.８７億円減）

24.37 24.13 24.06

23.40

20.13

24.00

（単位：億円）



４．中期財政見通し （３）歳出

２７

②投資的経費 -普通建設事業費- 

　  

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

R1 R2 R3 R4 R5 R6

大型事業推進プランに登載した全事業のほか、その他の事業についても実績等
を踏まえ計上
　　　　　　令和６年度普通建設事業費１２.１６億円（令和元年度比３３.１７億円減）

19.31

23.36

19.64

31.99

12.16

45.33

（単位：億円）



４．中期財政見通し （３）歳出

２８

③その他の経費 　  

0

20

40

60

80

物件費 31.36 27.98 27.44 27.74 27.43 27.30 

維持補修費 3.90 4.00 3.93 3.93 3.93 3.93 

補助費等 15.63 15.02 14.70 14.44 14.63 14.46 

積立金 3.43 3.43 3.42 3.41 3.42 3.42 

貸付金 0.31 0.31 0.31 0.31 0.31 0.31 

繰出金 20.81 20.78 20.71 20.65 20.60 20.65 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

物件費は、会計年度任用職員導入の影響で、令和２年度に大きく減少し、補助
費等は、下水道事業会計への繰出金が減少することなどから減少傾向で推移。
その他の経費については、期間を通じて横ばいで推移する見込み

（単位：億円）



４．中期財政見通し （４）収支状況

２９

①収支状況 　  

R1 R2 R3 R4 R5 R6

233.29 205.58 209.99 205.59 215.36 198.06

238.63 205.76 209.04 205.50 217.44 195.19

△ 5.34 △ 0.18 0.95 0.09 △ 2.07 2.86

△ 5.34 △ 5.52 △ 4.57 △ 4.47 △ 6.55 △ 3.68

(単位：億円）

区　　分

歳 入

歳 出

歳 入 歳 出 差 引

（ 単 年 度 収 支 ）

単 年 度 収 支 累 積 額

単年度収支は３年度で黒字、３年度で赤字
　　　　　　　　　　　　　　　６年間の累積で３.６８億円の赤字



４．中期財政見通し （４）収支状況

３０

②財源調整用基金等の残高の状況　  

0

2

4

6

8

10

財政調整基金 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

減債基金（ルール外分） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

備荒資金組合超過納付金 3.37 3.19 4.14 4.23 2.16 5.02 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

単年度収支が大きく赤字となる令和元、５年度末に減少するも、黒字となる令和６
年度末に増加　　　　　 　令和６年度末残高５.０２億円(平成３０年度比３.６８億円減)

3.19
4.14 4.23

2.16

5.02

3.37

（単位：億円）



４．中期財政見通し （４）収支状況

３１

③市債残高の状況　  

200

210

220

230

240

R1 R2 R3 R4 R5 R6

市債発行額が元金償還額を下回る見込みのため、減少傾向で推移するも、令和
５年度に消防本署庁舎建替事業の影響により、増加する見込み　　　　　
　　　　　　　　　　　令和６年度残高２１５.８９億円（平成３０年度比１２.１８億円減）

223.42
220.33

214.35

221.29

215.89

230.38

（単位：億円）



４．中期財政見通し （４）収支状況

３２

④財政指標の状況　 - 実質公債費比率（単年度） - 　　　  

令和元年度に１１.５％と改善し、その後は１１％台後半で推移、令和６年度には公
債費が大きく減少することから、更に改善する見込み
　　　　　　　　　　　　　令和６年度比率８.８％（令和元年度比２.７ポイント改善）

11.5% 11.7% 11.7% 11.9% 11.6%

8.8%

5.0%

7.0%

9.0%

11.0%

13.0%

15.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6



４．中期財政見通し （４）収支状況

３３

④財政指標の状況　 - 将来負担比率- 　　　  

市債残高の減少などから、令和４年度までは改善傾向で推移するも、令和５年度
に消防本署庁舎建替事業の影響により、８３．６％に悪化する見込み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　令和６年度比率８２.５％（令和元年度比８.６ポイント改善）

91.1%

82.9%

76.4% 75.2%

83.6% 82.5%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

110.0%

R1 R2 R3 R4 R5 R6



５．「優先順位」対象事業への対応について
  

３４

中期財政見通しの見直しにあたり、「公共施設等の整備に向けた優先順位」対象
の１０事業について、大型事業推進プランの見直しと連動し、実施時期等を検討

結果

☛その他、今回計上を見送った事業については、引き続き
　 事業内容や実施時期の検討を進める

４事業について、期間内の実施を見込む

市役所本庁舎建替事業
（基本計画）

　　民間による
　　認定こども園整備に係る支援

消防本署庁舎建替事業

ＪＲ登別駅のエレベーター設置

４事業のうち、
●市役所本庁舎建替事業
　　⇒消防本署庁舎建替事業との関連から、基本計画のみ計上
●ＪＲ登別駅のエレベーター設置
　　⇒ＪＲ北海道と協議中のため、期間内の実施を見込むも、時期未定



６．今後の財政運営について

  

●６年間の累積赤字額は３．６８億円

⇒財源調整用基金等の取崩し

　により対応可能　
●財源調整用基金等の残高５億円台
　を確保
●公債費、市債残高減少

⇒実質公債費比率、将来負担比率
　ともに改善　

●喫緊の大型事業による財政負担

●人口減少を背景とした市税の減少

●国の動向による地方交付税減額
　の可能性

し
か
し

　 　　　　　　事業評価と予算編成の連動による事務事業の見直し

　　　　　　　 受益者負担の見直し等による歳入の確保

３５


